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４．GIの機能評価方法の例（雨水貯留浸透機能） 

多様な機能を有する GIは、近年、都市水害軽減の

効果が期待されることも多く、雨水の流出抑制等に

資する貯留浸透量の算出が求められている。しかし、

樹木等の植生で構成される緑地が対応可能な量は、

土壌状態等様々な条件が影響するため算定が難しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究では、GIとして緑地を評価している海外の

事例（表-1）について調査を行い、評価の考え方や

算定方法などを整理した。その一つである GI-Val

は、イギリスを中心として多くの国や自治体で使わ

れており、GIの計画において、土地被覆と土壌区分

（表-2）によって異なる雨水流出量を算定している。

それによって、合流式下水道に入る雨水量が減少す

ることを評価し、下水の処理にかかるエネルギー節

約効果を推定することで、貨幣価値化を行っている。 

GIの導入による雨水流出量の軽減において、緑地

が占めている面積による定量的な評価を行っている

事例は多いが、GI-Val は、土壌区分という条件が、

評価結果に大きく影響する特徴がある。このような

土壌区分による評価は、イギリスをはじめ、アメリ

カの複数の自治体でも活用されており、表-3を根拠

として、A から D の区分を作り、既存の土壌データ

や現場実測等で判定される。 

我が国でも、雨水浸透施設等を計画する時、地質、

土質、地下水位等を検討した上で施設が設置されて

おり、そこで使用する土壌区分の基準や考え方、算

定手法等は、GI を導入する際にも活用可能である。

土地被覆や土壌区分等による GIの評価は、雨水貯留

浸透機能をより明確にすることができ、より機能性

の高い GIの計画を促すことが期待できる。さらに、

流域治水のような地域全体を対象とする計画におい

て、他インフラとの連携や雨水貯留浸透機能の導入

に適した対象地の検討等、適切な GIの配置や規模設

定等にも活用可能性のある方法である。 

 

５．今後の研究について 

今後は、公園や緑地等の GIにおいて、雨水貯留浸

透機能を算定するための手法や現場実測手法に関す

る調査研究を行うとともに、国内での社会実装に向

けた使いやすい評価方法の検討と GIの計画と維持管

理を支援できる技術資料作成に向けた研究を進める。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1166 pp.19-20 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1

166pdf/ks1166_05.pdf 

表-1 評価手法の例（都市水害軽減） 
評価手法 評価する機能 

 
 
Ⅰ 

GI-Val 緑地の貯留浸透機能 

（合流式下水道への雨水流入量の減

少、従来インフの建設コスト削減） 

i-Tree Eco 緑地の貯留浸透機能 

（雨水流出量の減少） 

Ⅱ 

LEED ND 氾濫原回避機能 

雨水管理機能 

Eco 

Districts 
レジリエンス 

（100年氾濫原土地面積の割合） 

Ⅲ 
TESSA 洪水制御機能 

InVEST 洪水リスク軽減機能 

※Ⅰ：GI評価ツール Ⅱ：認定制度 Ⅲ：生態系サービス評価ツール 

表-2 雨水流出量の軽減を評価する係数（GI-Val） 

土地被覆区分 
土壌区分 

A B C D 

建築物 98 98 98 98 

その他不透水地 98 98 98 98 

樹木地 25 55 70 77 

低木地 45 66 77 83 

刈った芝・草地 39 61 74 80 

芝・草地 30 58 71 78 

耕地 67 76 83 86 

水面 0 0 0 0 

裸地、または砂利地

（舗装等） 
74 83 88 90 

※Green infrastructure valuation toolkit calculator.v1.6（参考に作成） 

 
表-3 雨水浸透能力を評価するための土壌区分例 

区

分 

飽和透水係数 

（不透水層までの距離が100㎝を超える場合は右側が基準） 

 

A 

>40.0μm/s (>144 mm/h) >10.0μm/s (>36 mm/h) 

雨水流出可能性が低くい。土壌は、10％以下の粘土と

90％以上の砂または砂利、砂利と砂等で構成 

B 

≤40.0to >10.0μm/s 

(≤144 to >36mm/h) 

≤10.0to>4.0μm/s 

(≤36to >14.4 mm/h) 

流出可能性が適度に低い。土壌は、10％～20％の粘土、

50％～90％の砂で構成 

C 

≤10.0to >1.0μm/s 

(≤36 to >3.6mm/h) 

≤4.0to>0.4μm/s 

(≤14.4 to >1.44 mm/h) 

流出可能性が適度に高い。土壌は、20％～40％の粘土と

50％未満の砂で構成 

D 
≤1.0μm/s (≤3.6 mm/h) ≤0.4μm/s (≤1.44 mm/h) 

流出可能性が高い。土壌は、粘土が40％を超え、砂が50％

未満で構成 

※Hydrology National Engineering Handbook、2007、NRCS（参考に作成） 
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１．はじめに 

国総研の各研究部・センターは、国土マネジメン

トに関する研究の一環として、施設・事業分野ごと

に脱炭素社会、気候変動適応社会、自然共生社会及

び循環型社会（以下、これらを広く包含するものと

して「グリーン社会」という。）の実現に関わる多

様な環境研究を進めている。環境研究推進本部は、

これら環境研究活動の対外発信、また、環境研究に

関する各種情報の把握や共有、関係機関との連絡調

整等を目的に2013年度から活動を行っている。 

 

２．2021年度における活動 

環境研究に関する各種情報の把握や共有について

は、グリーン社会実現に向けて、2021年7月に国土交

通省本省がとりまとめた「国土交通グリーンチャレ

ンジ」の主な施策を支える国総研の調査研究活動に

ついて、直接的に関係している内容と、関連して進

めている内容等に区分して整理を行い、今後の取組

の推進に向けて所内で共有を図った。 

また、環境研究活動の対外発信については、ホー

ムページを用いた情報提供のほか、適切な機会を通

じて研究内容の紹介を行うよう努めている。その一

つとして、環境研究に携わる国の施設等機関、国立

研究開発法人及び国立大学法人の13研究機関からな

る「環境研究機関連絡会」に参画しており、2021年

度は、11月に開催した第3回環境研究機関連絡会研究

交流セミナー（Web開催）の全体テーマが「防災・減

災（パンデミックを含む）」であり、各研究機関が

取り組んでいる防災・減災・感染症対策についての

情報共有や協力体制について様々な側面から議論が

行われた。国総研からは「予測情報を活用した河川・

ダム管理分野の高度化」と題して口頭発表を行い、

総合討論において「河川・ダム管理分野における予

測情報活用の社会実装事例」について話題提供し、

討議に参加した。 

図 Webでの発表画面 

  

３．おわりに 

グリーン社会の実現に向けては様々な分野・主体

間の連携による取組が重要であり、環境関連施策・

プロジェクトの充実強化を図るためにはそれを支え

る調査研究を戦略的に進めて行く必要がある。 

環境研究推進本部では、所内における類似した環

境研究の方向性の整理や横断的な課題に対して推進

本部としての研究の実施を模索することを含め、引

き続き所内における環境研究の推進と成果の発信に

努めていく。 

  

☞詳細情報はこちら 

環境研究推進本部HP  

http://www.nilim.go.jp/japanese/organization/k

_honbu/indexkankyou.htm 
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